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01 改正農振法の背景・概要
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「食料・農業・農村基本法 改正のポイント」
（令和６年10月）から抜粋

食料・農業・農村基本法の改正
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＜農地の総量確保のための措置＞
〇 農地の総量確保のための措置の強化

→ 県の面積目標の達成に向けた措置及び農用地区域の変更に係る国の関与強化 等
〇 農地転用に係る手続の厳格化

→ 農地転用許可後の定期報告及び原状回復命令に従わない者の公表

＜適正利用のための措置＞
〇 農地の権利取得の厳格化

→ 農地の権利取得時の法令遵守状況等を確認し、不適正な農地利用を防止 等

農地の確保・適正利用に
係る措置を強化した上で

〇 人と農地の受け皿となる農地所有適格法人の経営基盤強化
→ 懸念払拭措置を講じた上で食品事業者等との連携による出資の柔軟化

食料安全保障強化に向けた農地制度見直しについて
○ 食料安全保障の根幹は、人と農地の確保。
○ 農地は食料生産の基盤であり、農地の総量確保と適正利用のための措置を強化するととも
に、人口減少に対応し、将来にわたっての農地の総量確保を図るため、人と農地の受け皿
となる農地所有適格法人の経営基盤強化についても所要の措置を講じていく。

農地の確保・適正利用に係る措置の強化
【具体的な措置】

将来にわたって農地の総量を確保し、最大限活用を図るための措置
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農振法等の改正



農業振興地域制度（農振法）
〈農業上の土地利用のゾーニング〉

農地転用許可制度（農地法）
〈個別転用を規制〉

（転用禁止）

農振白地地域

農業振興地域外

【許可権者】
・ 都道府県知事

・ 指定市町村（農林水産大臣が指定する
市町村）の長

（４ha超は農林水産大臣に協議）

・土地改良事業の対象となっていない
小集団の生産力の低い農地

・市街地にある農地 等

市街化区域の農地：届出で転用可能

農業振興地域

長期にわたり総合的に農業振興を図る地域
（都道府県が指定）

農用地区域
（市町村が設定）

農業上の利用を図るべき土地の区域

（参考）農業振興地域制度と農地転用許可制度の概要について
○ 農業振興地域制度により、農業上の利用を図るべき土地を「農用地区域」としてゾーニ
ング（転用不可）

○ 農地転用許可制度により、個別にその優良性や周辺の土地利用状況等により農地を区分し、
農地転用を農業上の利用に支障が少ない農地に誘導

農振白地地域内の農地
農業振興地域外の農地

・集団的農地、基盤整備
農地等

・農地転用が原則禁止

・中山間地の狭小な農地
・市街地にある農地 等

（農用地区域から除外）

農用地区域外の農地のうち、
以下に該当する場合には、許可

農用地区域内の農地については不許可
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農地面積
427.2万ha
（令和６年）

農用地区域内の農地
396.7万ha
（令和５年）



同意

農地の総量確保のための措置の強化（農振法）
○ 目的規定に食料の安定供給の確保及びそのために必要な農用地等を確保する旨を明記

○ 国と地方公共団体の責務及び国の基本指針・都道府県の基本方針（※１）の面積目標の対
象を農用地区域内の農用地に明確化するとともに、基本指針策定に当たっての国と地方の協
議の場を法定化

○ 農用地の総量確保の措置として、①除外に係る都道府県の同意基準の追加、②国の関与
に係る手続を整備

○ 農用地区域に定めるべき土地として、地域計画（※２）の達成のために必要な土地を追加

国
都
道
府
県

市
町
村

①面積目標の達成状況
②農用地区域からの除外の協議
に係る資料（除外面積５ha以上）

＋①②の内容について説明の
要求（※３）

資料の提出

市町村の整備計画の策定・変更
＜農用地区域からの除外要件＞
①代替地がないこと
②地域計画の達成に支障を及ぼさないこと
③農業上の効率的かつ総合的な利用に支障を
及ぼさないこと

④農用地の利用集積に支障を及ぼさないこと
⑤土地改良施設に支障を及ぼさないこと
⑥農業生産基盤整備事業完了後８年を経過し
ていること

＜農用地区域に含めるべき土地＞
①一定規模（10ha）以上の集団的農用地
②農業生産基盤整備事業の対象地
③土地改良施設用地
④農業用施設用地（２ha以上又は①、②に隣
接）

⑤その他必要な土地
＜追加＞
地域計画の達成を図るため、農業上の利

用を確保することが必要であると認められ
る土地

農用地区域からの
除外の協議

同意基準

①除外要件の全てを満たすこと

②都道府県の面積目標の達成に
支障を及ぼすおそれがない
こと（※３）

勧告・是正の要求

（※１）農用地等の確保のため、国が定める基本指針、各都道府県が定める基本方針それぞれにおいて、
面積目標を設定

（※２）農業経営基盤強化促進法に基づき、地域における農業の将来の在り方等について、地域の
農業者等による協議の結果を踏まえ、市町村が作成する計画

（※３）面積目標の達成に支障がないよう、遊休農地の解消や農用地区域への編入等を講じようとして
いること等

農地の総量確保のための措置の概要

資料の要求等

以下の赤字は改正部分
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02 農地確保の必要性と面積目標の設定
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農地確保の必要性と農用地区域内農地の面積の目標

令和２年に策定した令和12年の面積目標 397万ha

（万ha）
農用地区域内農地の面積の推移

改正農振法において、面積目標の達成に向け、農用地区域からの除外に関する措置等を強化
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 農地は国内の農業生産の基礎的資源。農地は一度潰廃させると復元することが非常に困難であることから、その確保を
図ることが重要。

 国及び都道府県において、確保すべき農用地区域内農地の面積の目標を設定しているが、農地の減少は進行。
 改正農振法において、国及び都道府県において確保すべき農用地の面積の目標の達成に向けた措置を強化。

これを踏まえ、国と地方公共団体が一体となって適切な運用を図る必要。

かい



令和５年現在の農用地区域内農地の面積 396.7万ha

すう勢 令和17年まで
の農地の増減 施策効果 令和17年まで

の農地の増減

農用地区域からの除外 △8.4万ha 農用地区域への編入促進 ＋4.6万ha

改正農振法の効果 ＋0.2万ha

荒廃農地の発生 △10.3万ha 荒廃農地の発生防止 ＋0.4万ha

荒廃農地の解消 ＋6.5万ha

令和17年時点の農用地区域内農地の面積（すう勢のみ） 378万ha

令和17年時点で確保される農用地区域内農地の面積の目標 390万ha

（注１）ラウンドの関係により数値が合わない場合がある。
（注２）「すう勢」は、「農用地区域からの除外」及び「荒廃農地の発生」が同水準で継続した場合の農地面積の減少である。 8

△18.7万ha（すう勢）

＋11.7万ha
（施策効果）

国の農用地区域内農地の面積の目標

 国の農用地区域内農地の面積の目標については、近年の農地面積の変動のすう勢や今後見込まれる施策効果を踏ま
え、令和17年時点で390万ヘクタールと設定。



考慮要素 設定基準 算定方法の概要
１ 農用地区域
からの除外（－）

これまでのすう勢が今後も継続した場合に見込まれる農地
以外の用途に供するための農用地区域からの除外面積

令和２年から５年までのすう勢により算出

２ 荒廃農地の
発生（－）

これまでのすう勢が今後も継続した場合に見込まれる
荒廃農地の発生面積

令和２年から５年までのすう勢により算出

３ 農用地区域への
編入促進（＋）

農振白地農地のうち、農用地区域とすることが適当な農
地（集団的に存在する農地であって一定の要件を備えた
もの）の相当部分の面積を積極的に編入

令和５年における農振白地農地のうち、①及び②の農地を編入するものとして算出
① 20ha以上の集団的農地
② 10ha～20haの集団的農地のうち基盤整備済み農地

４ 荒廃農地の
発生防止（＋）

これまでのすう勢が今後も継続した場合に見込まれる荒廃
農地の発生防止の面積

各都道府県における担い手への農地集積目標を踏まえて、新たに担い手に集積される
農地に応じた発生防止効果を算出

５ 荒廃農地の
解消（＋）

抜根、整地等により、通常の農作業による耕作が可能に
なると見込まれる荒廃農地の解消が見込まれる面積

令和２年から５年までの解消面積の４か年平均値（荒廃農地のストック面積が増加
している場合には、その増加率により補正した値）が継続するものとして算出
※都道府県において、算出した施策効果が過大になると判断する場合は、全国のストッ
ク面積増加率の1.03を用いた算定も可能

６ 独自に考慮
すべき事由（±）

都道府県独自の施策の推進による編入の促進や荒廃
農地の発生防止効果の出現

定期見直し等により、農用地区域の設定要件を満たさ
ないと判断されたことによる除外

都市計画マスタープラン等の土地利用計画に基づく
開発予定による除外等

【共通】個別具体的に国との協議において決定

市町村ごとに、基準年の翌年以降の基礎調査による除外面積の実績又は実施中の
基礎調査による除外面積見込みが算定可能な場合は当該面積を計上
※おおむね５年ごとに定期的に基礎調査を行っている市町村に限り、次回調査による
除外面積が令和12年末までに明らかとなる蓋然性が高いと認められる場合には、過去
の調査結果に基づいて算定した、調査１回分相当の除外面積見込みの計上が可能
（真に計上を必要とする特段の事情がある場合には、令和13年から17年末までに実施
予定の調査による除外面積見込みの追加計上も排除しないが、その際は、国としても、
都道府県から当該市町村のこれまでの調査の実施状況や特段の事情の内容等を個別具
体的に確認し、目標期間までの調査の実施及び計上する面積の確実性について判断）

① 開発計画策定自治体内の開発担当・農地担当間において、土地の位置や
規模等についての調整が調い、

② ①の自治体と協議先（例：市→県、県→国）の農振担当部局との間の
土地利用調整が開始されたもの

については、都道府県面積目標案に計上することを可とし、
国は、面積目標の期間中に開発が確実に行われる見込みを確認

 都道府県は、国が示す設定基準（国の目標設定に準拠）に基づいて、農用地区域内農地の面積の目標を設定。
 都道府県は、目標案の設定根拠資料を整えた上で国に協議。国は目標案の内容を確認の上、同意。

都道府県の農用地区域内農地の面積の目標の設定基準の概要
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03 改正農振法における面積目標の管理手法
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都道府県の同意の判断

（１）除外要件のすべてを満たすこと（法改正前と同様）

① 農地以外にすることが必要かつ適当で、他に代替すべき土地がない
② 地域計画の達成に支障がない
③ 周辺の土地の農業上の利用に支障がない
④ 効率的かつ安定的な農業経営体への農地の利用・集積に支障がない
⑤ 土地改良施設の機能に支障がない
⑥ 土地改良事業等完了後８年を経過

＋
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（２）都道府県面積目標の達成に支障を及ぼすおそれがないこと（法改正で追加）

同意可

都道府県内における農地確保のための施
策により、措置の不足を補う見込みがある
場合、同意可

講じられる

やむを得ない理由により困難

除外を行う市町村による
必要な影響緩和措置が
講じられるか？

 都道府県は、除外市町村による措置と都道府県内における施策の実施状況により、農地確保が図られる見込みがあると
      判断できる場合に同意。



影響緩和措置の要否の判断

目標設定時における
除外目的変更の
見込み（１年度分）

（判明した翌年度から）

除外目的変更の面積 超過率
（整備計画の変更毎） （上限100%）

（判明した翌年度から）

除外目的変更の面積と同等
（整備計画の変更毎） （100%）

（
フ
ロ
ー
管
理
）

（
ス
ト
ッ
ク
管
理
）

【例】                                （A年度） （翌年度）
• 面積目標における見込み 100ha
• 除外による農地減少 120ha → 措置必要 （超過率20%）

80ha →        措置不要

【例】 超過率20％の場合
（除外目的変更） （講ずべき影響緩和措置）

・X市 5ha 5ha×超過率20％ = １ha
・Y市 10ha                   10ha×超過率20%＝ 2ha

【例】 （C年度） （翌年度）
• 都道府県面積目標 10,000ha
• 実際の農地面積 9,500ha → 措置必要

10,500ha → 措置不要

【例】
（除外目的変更） （講ずべき影響緩和措置）

・X市 5ha 5ha（除外目的変更と同等）
・Y市 10ha                 10ha（除外目的変更と同等）
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※１ フロー管理・ストック管理の両方で措置必要となった場合は、ストック管理による影響緩和措置を講ずる必要。
※２ 法第13条第2項による除外。例えば、市街化区域編入・地域整備法（地域未来投資促進法、農産法等）による施設の設置・公共転用（農振

法開発許可不要のもの）・地域の農業の振興に関する地方公共団体の計画（27号計画）・基礎調査による変更などによる除外は除く。
※３ ①デジタル技術の活用等による測量方法の精緻化、②市街化区域への編入等による農業振興地域の区域の変更 により、都道府県の農地面積

に変動が生じた場合には、その変動面積を、都道府県面積目標の数値に加減した上で、影響緩和措置の要否を判断することが可能。

×

 都道府県面積目標に影響を及ぼすおそれがあるかどうかは、２つのパターンで判断※１。
① 一般の農地転用のために行う農用地区域からの除外（除外目的変更※２）が、面積目標設定時の見込みを上回ったとき（フロー管理）

② 都道府県内の農用地区域内農地の面積が、面積目標を下回ったとき※３（ストック管理）

除外目的変更の
実績（１年度分）

＜

農用地区域内
農地の面積の
都道府県目標

農用地区域内
農地の面積の

実績
＞

都道府県面積目標に影響を及ぼすおそれがあると認めるとき 影響緩和措置の必要面積



影響緩和措置の内容と履行

影響緩和措置の内容

 農用地区域への農地の編入、荒廃農地の解消、農用地の造成のいずれか（複数でも可）
※都道府県面積目標の施策効果分として実施することを想定している取組は除く（都道府県において適切に判断）

 書面を提出する主体は除外市町村。影響緩和措置を講ずる者は市町村以外の者でも差し支えない。

 整備計画の変更から５年以内に履行（工期が５年を超える場合はその工期）
※影響緩和措置の履行状況は、都道府県において措置完了まで継続的に把握

②協議
（影響緩和措置記載）

面積目標の設定・管理主体として、
目標達成に向けた施策の充実と進捗管理

（考えられる取組例)
・ 農用地区域への編入、担い手への農地集積・集約化、

荒廃農地解消を促進する都道府県の施策の拡充
・ 除外市町村と連携して措置に取り組む他市町村を
    基金設置などによって支援する仕組みの構築

都道府県

必要とされる影響緩和措置の面積の全て
について、措置を実施することが原則

やむを得ない事情により、必要な措置を講
じることが困難な場合、①理由、②都道府
県の農地確保の施策に協力する意思があ
る場合は、その協力内容を記載して協議

（考えられる取組例）
・都道府県の取組への機械・資材・技術・資金の提供

除外市町村

①影響緩和措置要求
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都道府県 除外市町村

 都道府県は、自らの面積目標の実現に向けた施策の充実や進捗管理を適切に実施。
 除外目的変更を行おうとする市町村は、必要とされる影響緩和措置の面積の全てについて、措置を講ずることが原則。
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